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大阪湾に生息し定着する又は分布範囲の拡大を期待する生
き物のリスト作成と公表の取組。民間活動団体や市民への広
がりと協働を達成したプロジェクトである点や、平成20年度
から実施されている市民参加型の現地調査などが活用され、
大阪湾の環境改善や生物多様性への市民の関心の獲得・維持
に寄与することが期待できる点が評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

一般枠 港湾部門

受賞機関　大阪湾環境再生連絡会

�大阪湾生き物一斉調査～大阪湾海岸生物ウェルカムリスト
（無脊椎動物・海藻・海草、2022年版）（初版）の作成～

1．はじめに
近畿地方整備局が中心となり、大阪湾再生行動計画�
（第一期）を平成16年３月に策定し、現在は行動計画�
（第二期）において 「森・川・里・都市・海等のネット
ワークを通じて、美しく親しみやすい豊かな「魚

な
庭
にわ
の海」

を回復し、市民が誇りうる「大阪湾」を創出する」との
目標のもと、関係省庁や地方公共団体等が連携し、大阪
湾の再生を目指した様々な取組を実施している。

2．事業の概要
大阪湾の環境改善や干潟・藻場等の整備等の大阪湾再
生の取組により、大阪湾において、今後、新たに定着�
あるいは分布範囲の拡大を期待する生物種を選定した
「大阪湾海岸生物ウェルカムリスト（無脊椎動物・海藻・
海草、2022年版）（初版）」を令和４年10月に作成し、
HP等で公表した。

3．事業の成果
「大阪湾海岸生物ウェルカムリスト（無脊椎動物・海藻・
海草、2022年版）（初版）」では、無脊椎動物172種、
海藻・海草12種が選ばれ、選ばれた生物は種類ごとにA
～Cランクに分けられている。
【ランク区分】
Ａ�ランク：大阪湾内では近年（1950年代以降）の記
録がない（ただし、近隣海域では記録されている）
か、記録がごく限られていて、生育・生息基盤が脆
弱であると考えられる種。
Ｂ�ランク：大阪湾内では産地が限られていて、今後分
布の拡大が期待される種。
Ｃ�ランク：大阪湾内では多数の地点で記録され、かつ
良好な環境（水質・底質・地形）の目安となる種。
※�良好な環境：大阪湾再生行動計画に基づいて取り組
まれている湾内の水質改善と干潟、砂浜、藻場、浅
場、親水護岸等の整備によって期待される生物に
とって好ましい環境

4．おわりに
令和６年度からは、新たな行動計画（第三期）が策定
される予定であり、今後、港湾・空港事業における影響
評価や行動計画（第三期）の評価指標の一つとして、ま
た、観察会等でウェルカムリストの生物がいるかどうか
を確認し、多くの人に大阪湾の環境に興味を持っていた
だくことに寄与すると期待されている。

大阪湾海岸生物ウェルカムリストの抜粋

大阪湾海岸生物ウェルカムリスト（左：表紙、右：裏表紙）

キーワード　�大阪湾再生行動計画
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新形式防波堤開発に寄与する防波堤整備。世界初の実海域
での滑動実証試験により、大水深・高波浪域に対応した新形
式防波堤の設計・施工体系化に寄与した点や、防波堤がブルー
インフラとして海生生物の新たな生息場となり環境保全にも
資するなど、長年の整備の成果が広く表れている点が評価さ
れた。

全建賞審査委員会の評価ポイント

一般枠 港湾部門

受賞機関　国土交通省 中国地方整備局 境港湾・空港整備事務所
境港管理組合　　　　　　　　　　　　　　　　　　

�境港外港地区防波堤整備事業

1．はじめに
鳥取・島根両県の県境に位置する「境港」は、北方を
島根半島で遮蔽された天然の良港として、昭和26年に
重要港湾に指定、また昭和41年には背後地一帯が中海
地区新産業都市に指定され、古くから大陸貿易の拠点と
して重要な役割を担い、現在も山陰地方の経済活動を牽
引する国際物流拠点として成長し続けている港である。

2．事業の概要
本事業は、日本海に面した弓ヶ浜半島に新たに境港外
港地区を展開するため、静穏水域を確保する総延長約
4.1㎞に及ぶ防波堤、大型貨物船に対応した大水深岸壁
（水深13m）、石油タンカーが使用する石油ドルフィン、
航路、泊地、埠頭用地などを一体的に整備したものであ
る。昭和43年度に事業を開始し、境港背後圏の発展と
ともに段階的に整備を進め、波のメカニズム研究（波圧
算定手法の進展）や港湾構造物の技術開発などの変遷と
ともに様々な技術を取り込みながら、54年の歳月を経
て令和４年度に完成した。

3．事業の成果
１）港湾機能向上による地域の活性化
本事業により、境港背後圏に立地する製紙業、合板製
造業、またコンテナ貨物など、多くの海上物流の安定的
な取扱に対応し、地域産業の持続的発展を支えている。
また近年では、山陰地方の自然、歴史、文化などの豊富
な観光資源並びに大水深岸壁を有した港として大型ク
ルーズ船の寄港回数も増加しており、地域経済の発展・
にぎわい創出にも寄与している。

２）新形式防波堤の設計・施工体系確立に寄与
大水深・高波浪域での新しいタイプの防波堤として考
案された二重円筒ケーソン防波堤の実用に向け、平成元
年に世界初となる実海域での防波堤滑動実験を実施した。
境港に襲来する高波浪によって滑動するように予め設計
した堤体を実海域に設置し、二重円筒ケーソンに作用す
る波力特性や部材に作用する応力特性などの破壊メカニ
ズムを実海域での実験により検証し、我が国の港湾整備
の技術発展に大きく貢献した。
３）新たな生物生息場の創出
本事業で整備した長大な防波堤は、CO2吸収効果が
着目されている海藻など海生生物の新たな生息の場に
なっており、更なるブルーインフラ生態系の創出のため
の検討を進めているところである。

4．おわりに
本事業は、港湾物流の効率化が図られるとともに、ク
ルーズ船の寄港回数の増加など、地域の活性化や地域産
業の発展に大きく貢献している。
境港は、今後も山陰地方の国際物流拠点としての躍進
が期待されている。

境港の岸壁利用状況

貨物船利用状況貨物船利用状況

クルーズ船利用状況クルーズ船利用状況

境港の全景

キーワード　港湾物流効率化、地域の活性化、�
新形式防波堤開発
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大水深における浮体式防波堤の整備。大水深海域での浮防
波堤の設置技術や、遊水部付浮防波堤を選定することでコス
トを縮減するなど、ハード面での取組が秀でていることが評
価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

一般枠 漁港漁場部門

受賞機関　長崎県 対馬振興局 河港課
長崎県 水産部 漁港漁場課

�尾崎地区特定漁港漁場整備事業（沖防波堤A）による
港内静穏水域の確保

賛助会員　㈱建設技術研究所、（一社）水産土木建設技術センター、�
㈱長大、復建調査設計㈱

1．はじめに
尾崎漁港は、長崎県対馬島の中央部に位置する第２種
漁港である。本地区は、平成11年からクロマグロの養
殖に取り組み始め、周辺海域がマグロの幼魚の好漁場で
安定供給が見込まれる等好条件なこともあり、今では
10経営体が約120基の生簀を設置してクロマグロ養殖
を行うなど、対馬地区のみならず長崎県屈指のマグロ養
殖拠点となっている。

2．事業の概要
今回整備を行った沖防波堤（A）は、港内泊地の静穏
度を確保し安全で効率的な漁業活動を確保するため、尾
崎地区西方沖合に計画されたものである。防波堤構造は、
背後の養殖用生簀など計画箇所周辺の海域環境に配慮し、
海水交換が可能な浮体式構造とした。また、浮体式防波
堤の一般的な構造である函型の反射方式は断面が大きく、
コストの増大が懸念されたため、構造形式の比較検討を
行い、小さい断面でも高い消波機能を発揮する共鳴方式
を採用した。さらに、今回の施工箇所が最大水深-50m
と大水深であり、沖合であったことから、GPSによる
管理位置と実際の据付位置の誤差が大きくなることが懸
念されたため、トランスポンダー（発信機）をアンカー
ブロックの吊フックに装着し、アンカーから最も近い位
置で座標管理を行うことで据付作業を行った。

3．事業の成果
本事業では、防波堤構造に共鳴方式（動揺制御方式）
を採用したことにより、一般的な函型の反射方式と比較
し、小さい断面であっても高い消波効果を発揮すること
ができ、工事コストを約20％削減することができた。
さらに、浮体アンカーブロックの据付においてトラン

スポンダーを活用することで、据付時の潮流の影響に起因
する据付誤差を抑えた。具体的には図心から半径±2.0m
以内という規格値に対し、平均で±0.35m以下という現
場誤差となり、規格値から20％以内の出来形精度を確
保することができた。
また、これらの方法を活用した防波堤整備の結果、漁港
内に静穏な水域を確保でき、効率的・安定的な漁業活動
の実現により基幹産業である水産業の活性化に寄与した。

4．おわりに
本事業では、養殖マグロの生簀が隣接していることや、
水深が最大-50mの大水深であること、沖合であること
といった現場条件がある中、様々な比較検討を行い、コ
ストの削減や出来形精度の確保に努めた。今後も本事業
の経験を活かし、実施する事業において、現場条件に合
わせた最良な構造、工法の選定に努める所存である。

通常はブームトップにある
GPSで座標管理を行う。

誤差の影響を最小限に
抑えることができる

アンカーブロック施工状況

共鳴方式の浮体式防波堤

キーワード　防波堤、大水深、浮体式防波堤、�
トランスポンダー
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QRコードによる制御システムを導入したホームドア整備。
QRシステムの開発により課題があった都営浅草線での整備が
現実的となった点や、本技術の特許をオープンにし、他の鉄道
事業者においてもQRシステムを採用したホームドア整備が進
み、全国のホームドア整備促進に貢献している点が評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

一般枠 鉄道部門

受賞機関　東京都 交通局

�都営浅草線ホームドア整備事業

1．はじめに
東京都交通局では、平成12年度に全国で初めて営業
中の都市鉄道路線の三田線にホームドアを整備した。そ
の後、ホーム上の安全対策としてだけでなくバリアフ
リー設備としても需要が高まる中、平成25年度には大
江戸線にホームドアを整備した。
新宿線と浅草線については、相互直通運転を行う各社

と調整を行い、東京2020オリンピック・パラリンピック
の開催までに、新宿線の全駅と浅草線の４駅でホームド
ア整備を行い、令和５年11月に東京都交通局が管理す
る全ての駅の整備が完了した。

2．事業の概要
ホームドア設置による輸送力低下を防ぐために、車両
ドアとホームドアの連動機能を必要としている。しかし、
浅草線では５事業者による相互直通運転を行っているた
め、一般的に使用している無線装置を用いた開閉制御装
置を車両へ組み込むには多額の費用が必要であり、車両
によっては技術的に搭載できない場合もあること等から
合意の形成が困難であった。そこで、QRコードを用い
た開閉制御システムを交通局とデンソーウェーブ（株）
で共同開発を行い、車両の改修は「QRコードシールを
貼るだけ」で、確実なホームドア連動機能と輸送力の確
保を実現し、浅草線のホームドア整備が開始された。

3．事業の成果
都営地下鉄では、ホームドアを整備した駅でお客様の
転落事故は発生していない。都営地下鉄におけるホーム
からの転落件数の推移をみると、ホームドアの整備に伴
い着実に減少しており、ホーム上の安全対策として高い
効果を発揮していることを示している。
今回開発した鉄道制御用QRコードシステム（tQR）は、
どのメーカーのホームドアでも利用可能であり、特許を
取得したうえで広く公開している。これにより、他の鉄
道事業者においてもホームドア整備における問題解決の
一助となり、ホームドアの整備促進に貢献している。

4．おわりに
東京都交通局では、お客様の安全・安心のために地下
鉄全駅へホームドア整備を計画通りに完了した。交通局
としては、これにとどまらず、安全・安心と安定輸送の
確保に今後も努めていく所存である。

都営地下鉄におけるホームからの転落件数の推移

QRコード（tQR）を用いたホームドア開閉制御システム

キーワード　QRコードによるホームドア制御、ホーム上の
安全対策、都営地下鉄のホームドア全駅整備
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国道401号博士峠のバイパス整備。幅員狭小等による交通の
支障や冬期通行止めとなる現道の課題解決のため、トンネル
整備を両側からの掘削や並行施工の実施等により合理化した
点や、舗装のICT施工による生産性向上などの工夫により施
工を行った点が評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

東日本枠 道路部門

受賞機関　福島県 会津若松建設事務所

�国道401号　博士峠工区

賛助会員　会津土建㈱、鹿島建設㈱、戸田建設㈱、㈱フジタ、�
滝谷建設工業㈱、矢田工業㈱、オリエンタル白石㈱、日本工営㈱、�
国土防災技術㈱、いであ㈱

1．はじめに
国道401号は、福島県会津若松市を起点とし群馬県沼
田市に至る延長約220㎞の幹線道路で、古くから会津若
松市と奥会津とを結ぶ交易ルートとして利用されており、
沿線住民の生活を支える非常に重要な路線である。
このうち、会津美里町と昭和村との町村境に位置した
旧道の博士峠は、幅員狭小、急カーブ、急勾配により車
両のすれ違いが困難な場所が多かったことに加え、冬期
間においては雪崩等の危険性により通行止めとなるため、
道路交通上の大きな障害となっていた。特に昭和村にお
いては、都市機能が集積する会津若松市へ繋がる唯一の
幹線道路であり、道路改良による救急医療施設へのアク
セス向上と産業の更なる振興等が求められていた。
なお、本工区は、東日本大震災からの復興を強力に支
援する道路として、「福島県総合計画（ふくしま新生プ
ラン）」及び「福島県復興計画（第３次）」の「復興まち
づくり・交流ネットワーク基盤強化プロジェクト」に位
置づけられた。

2．事業の概要
全体計画：Ｌ=7.5㎞
　　　　　Ｗ=6.0（8.0）m
　　　　　橋梁Ｎ=６橋（L=206.3m）
　　　　　博士トンネルＬ=4,503m
事業着手：平成26年度
供用開始：令和５年度
事業効果：冬期通行止めの解消
　　　　　救急医療施設へのアクセス向上
 　　　　　（通常期：９分短縮 冬期：39分短縮）

3．事業の成果
今回の開通により、災害に強く安全で円滑な交通確保
及び沿線住民の利便性や救急医療施設等へのアクセス向
上が図られた。
交通量についても、１日平均658台と開通前の交通量
の平均約400台を上回る結果となった。また、昭和村の
交流・観光拠点施設「喰丸小」の観光施設では、９月

11日から12月31日の入場者数は11,449人と昨年同時期
比で3,778人増加し、道の駅「からむし織の里しょうわ」
の入館者数は26,816人と昨年同時期比で8,049人増加
し、観光への波及効果も見られた。

4．おわりに
国道401号博士峠工区は、平成26年度の事業着手か
ら地元の方々を始め多くの皆様から、御理解と御協力を
いただき、令和５年９月10日に開通することができた。
当該工区の開通により、冬期通行止めの解消と救急医
療施設へのアクセス向上等に大きく寄与するとともに、
国道401号沿線市町村が奥会津地域の更なる交流の活性
化と地域振興についても大きな期待を寄せている。
最後に、当事業に御協力いただいた地権者の皆様、地
域の皆様、関係機関の皆様、関係各社の皆様に心より感
謝申し上げる。

開通式

供用後の利用状況

キーワード　トンネルの施工合理化、救急医療施設へのアク
セス向上、地域の活性化
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水門・陸閘の自動閉鎖システムの構築。津波発生時に閉鎖
操作しなければならない施設数を削減し、操作員の安全を確
保した点や、既に一部海岸において運用を開始し、安全かつ
確実な運用ができている点が評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

東日本枠 河川部門

受賞機関　岩手県

�岩手県水門・陸閘自動閉鎖システム

1．はじめに
これまで、岩手県は貞観11年（869年）の貞観地震
津波をはじめ、明治三陸地震津波、昭和三陸地震津波、
チリ地震津波等、津波による大災害を幾度も経験してき
た。このため、防潮堤や水門・陸閘等の津波対策施設の
整備を進めてきたが、水門等の閉鎖は、操作員による現
地操作が必要であった。
このような状況の中、平成23年３月11日に東日本大
震災津波が発生し、多くの県民の生命と財産が失われ、
津波対策施設も破壊されるとともに、水門等の閉鎖作業
に従事していた操作員も被害にあった。
このことを踏まえ、操作員が現地へ向かうことのない
ような体制の下、安全かつ迅速・確実に水門等の閉鎖が
行われるように「岩手県水門・陸閘自動閉鎖システム」
を構築したものである。

2．事業の概要
本システムは、気象庁から津波注意報等が発表された
際、統制局（岩手県庁等）において全国瞬時警報システ
ム（Jアラート）を受信し、現地の水門等に衛星回線を
使用して自動閉鎖指令を送信するものである。
自動閉鎖指令を受信した現地の水門等では、スピー
カーや回転灯等の安全周知設備により、住民や海岸利用
者に対して情報提供・注意喚起・避難誘導等を行い、水
門等を閉鎖する。
また、確実に閉鎖するため、統制局を岩手県庁と釜石
地区合同庁舎の２箇所に設置し、衛星設備を二重化する
とともに、市町村役場や消防署等には制御所を設置し、
衛星回線を使用して遠隔手動閉鎖ができるバックアップ
体制も構築している。
本システムは、従来の現地での閉鎖操作に比べて、衛
星通信設備や電気設備等が増えることから、水門のフ
ラップゲート化、陸閘を乗越道路に代替、常時閉鎖運用
等により、津波発生時に閉鎖操作しなければならない施
設数を削減し、システム構築に係るコスト縮減を図った。

3．事業の成果
本システムは、平成29年７月から一部海岸において
運用を開始した。令和４年１月15日にトンガ諸島付近
の海底火山噴火により津波警報等が発表された際には、
当時運用していた165箇所の水門・陸閘は全て問題なく
閉鎖することができ、被害は発生していない。

4．おわりに
現在、213箇所の水門・陸閘で自動閉鎖を運用してお
り、確実な運用のため、毎日の自動点検結果の確認と状
態監視、定期的な保守点検やメンテナンス等を実施して
いる。今後も、沿岸地域の安全安心のため、引き続き適
切な維持管理に努めていく。

津波警報等
発表

消防庁

自動閉鎖指令
［メイン］

手動操作による
制御・監視

［バックアップ］

津波警報等受信
（Jアラート）

回転灯
光により注意
を促す

信号機
赤信号により注意を促す

電光表示板
文字により注意を促す

挟み込み防止装置
人や車両の挟まれを検知する

遮断機
人や車両の侵入を防止する

津波警報が
発令されました
至急高台に

避難してください

アンテナ
衛星からの情報
を受信するスピーカー

サイレン、音声に
より注意を促す

統制局
岩手県庁
釜石合庁

衛星回線

制御所
合庁
市町村
消防署等

自動閉鎖施設の一例（宮古市　津軽石川水門）

岩手県水門・陸閘自動閉鎖システム概要図

キーワード　�津波防災、水門、陸閘、自動閉鎖、�
安全かつ迅速・確実な閉鎖
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認定こども園と義務教育学校を一体化した大熊町立学校の
整備。様々な年代との交流を可能とするだけでなく、地域開
放可能なエリアを設け、地域一帯の賑わいを創出し、大熊町
の復興の象徴の一つとなっている点や屋根の高断熱化等によ
りZEB Ready相当の省エネルギー対策を実現し、環境負荷低
減に配慮した点が評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

東日本枠 建築部門

受賞機関　福島県大熊町

�大熊町立「学び舎ゆめの森」建築事業

賛助会員　大成建設㈱

1．はじめに
福島県大熊町の町立学校は、平成23年３月11日に発
生した東日本大震災及び東京電力福島第一原発事故によ
る全町避難のため、震災以降、県内の会津若松市で活動
してきた。平成31年４月に町内の避難指示が一部で解除
された後、復興拠点の整備が進められ、子育て世代の帰
町や移住に不可欠な教育施設として、認定こども園と義
務教育学校が一体となった新たな町復興のシンボル「学
び舎ゆめの森」が令和５年８月25日に供用開始された。

2．事業の概要
本施設は全町避難を経験した大熊町内で、12年ぶり
の学校再開に合わせて整備された、０歳から15歳まで
の子どもたちが共に遊び、学ぶ幼保・小中一貫の公立学
校である。さらに地域住民の交流施設としても積極的に
開放し、地域活性化、移住定住促進の起爆剤となる「０
歳から100歳までの学び舎」の実現に取り組んでいる。
整備では、「混在と多様性」をキーワードに掲げる教
育方針と建築が一体化した次世代の教育環境を目指した。
建物は、三角形の鉄骨フレームからなるスケルトンと、
家具、建具、遊具を融合したインフィルが重なり、開放
的な図書ひろばを中心に学習エリアや保育エリアなどの
各機能がつながる配置である。デジタルを活用して施設
のすべてを教室とすることで、個別学習から異年齢が混
じる集団活動まで、子どもたちが主体となった取組への
挑戦が可能となっている。

深い庇による日射遮蔽や、高断熱外装サッシュ、屋根
の高断熱化などで熱負荷の低減を徹底するとともに、高
効率な空調システムを採用することで、ZEB Ready相
当（BEI=0.49）の省エネルギー対策を実現した。また、
アリーナの換気システムに地中熱を利用したクール・
ヒートチューブを採用するなど、子どもたちが身近な環
境に興味を持てる工夫も行っている。

3．事業の成果
図書ひろばでの演劇公演や住民参加型の運動会等を開
催し、地域に向かって教育活動を開くことで、地域一帯
のにぎわい創出に貢献している。魅力ある教育活動を通
した地域活性化を積極的に行っており、学び舎ゆめの森
をきっかけに帰還や移住を決めた家庭も現れるなど、居
住者増加にもつながっている。令和５年に０～15歳の
子どもたち26人でスタートした学び舎ゆめの森は、令
和６年には56人と倍増しており、子どもたちの元気な
声が響く「当たり前の光景」を町内に取り戻すことがで
きた。

4．おわりに
震災を経験し、ゼロからの復興まちづくりに取り組む
大熊町だからこそ、未来を拓くことができる人づくりを
目指しており、これからの時代に求められる多様性や
SDGsに対応した「個別最適化された学び」や「探究学
習のSTEAM化」といった特色ある教育を実践するため
につくられた施設が学び舎ゆめの森である。
そこでは、子どもたちが身近な地域を含めた社会との
つながりの中で学び、自らの人生や社会をより良くデザ
インする力を育む一貫した教育プログラムと教育環境が
構築されている。

図書ひろばで地域住民らに披露された演劇公演

公営住宅に隣接し、地域に開かれた学び舎ゆめの森の外観

キーワード　認定こども園と義務教育学校の一体化、�
アナログ/デジタル環境の融合、�
教育を柱とした地域活性化、次世代型エコスクール
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防潮堤等の整備による津波防御対策。24時間稼働の工場や
上空・地下の占有物件など制限が多い現場条件において、構
造見直しや関係者との綿密な調整などの工夫により着実に施
工し、大船渡湾全体の津波防護機能を発現できた点が評価さ
れた。

全建賞審査委員会の評価ポイント

東日本枠 港湾部門

受賞機関　岩手県 沿岸広域振興局 土木部 大船渡土木センター

�大船渡港普金地区防潮堤整備事業

賛助会員　㈱竹中土木

1．はじめに
岩手県沿岸南部に位置する大船渡港は、リアス式海岸
の地形を利用した静穏度の高い天然の良港となっており、
重要港湾に指定されている。また、海運業も盛んであり、
湾奥部では立地条件を活かしたセメント生産や水産加工
等を行う工場が立ち並んでいる。
平成23年３月11日に発生した東日本大震災では、普
金地区付近の津波高はT.P.+10.8m（痕跡値）を記録し、
港湾施設や工場施設等に甚大な被害をもたらした。

2．事業の概要
東日本大震災による津波被害を受け、大船渡港では数
十年～百数十年程度に発生する確率の高い津波（いわゆ
るレベル１津波）を想定して、堤防高さをT.P.+7.5m
に設定し、防潮堤及び陸閘の整備を行った。
本地区の防潮堤等の整備延長は約0.6㎞であり、道路
と工場に挟まれた狭小な施工ヤードに加え、24時間稼
働の隣接する工場への車両の通行の確保等が課題となっ
ていた。
防潮堤の施工に当たっては、各現場に合わせた構造と
し、緻密な作業計画を検討したうえで最大限安全に配慮
したうえで慎重な工事を行った。

また、隣接する工場関係者と綿密な調整を行い、迂回
路を確保しながらの陸閘躯体の分割施工や、工場前の道
路の嵩上げを夜間の急速施工を行うなど、工場への車両
の通行を最大限確保した。
本地区は、前述のとおり様々な課題があり、大船渡湾
の防潮堤事業で最も難しい現場の一つとなっていたが、
令和６年２月に無事完成させることができた。

3．事業の成果
本地区は大船渡湾の防潮堤事業で最後まで残っていた
現場となっていたが、本地区が完成したことにより、大
船渡湾全体の防潮堤が供用されることとなった。
岩手県では、全国瞬時警報システム（Jアラート）を
利用し、現地に行かなくても水門・陸閘を自動閉鎖する
「水門・陸閘自動閉鎖システム」を採用しており、今後
の津波襲来時には安全かつ迅速・確実に津波防護機能を
確立することが可能となった。

4．おわりに
防潮堤事業をはじめとした当センターの復興事業は、
大阪府などの派遣職員に御支援いただき、本地区の防潮
堤事業を最後に、令和５年度末にすべて完成した。
今日まで復旧・復興を御支援いただいた応援職員や全
国の自治体をはじめとする関係団体の皆様、そして現場
でご尽力いただいた受注者の皆様に、この場をお借りし
て改めて感謝申し上げる。

完成した防潮堤と隣接する工場

上空占用物件下での防潮堤施工

キーワード　�狭小な施工ヤード、工場車両及び一般車両の�
通行確保、大船渡湾津波防護機能の確立
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防潮堤整備と併せて背後地を盛土し公益施設を一体整備し
た取組。まちづくりの取組と連携して防潮堤を整備し、地域
活性化にも貢献した取組である点が評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

東日本枠 漁港漁場部門

受賞機関　宮城県 経済商工観光部 東部地方振興事務所 水産漁港部
石巻市 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

�雄勝防潮堤災害復旧事業

賛助会員　青木あすなろ建設㈱東北支店、㈱復建技術コンサルタント、
パシフィックコンサルタンツ㈱、久我建設㈱、国際航業㈱、重吉興業㈱

1．はじめに
雄勝漁港は、宮城県沿岸部の石巻市北東部にある雄勝
湾の湾奥に位置する県管理漁港であり、平成23年に発
生した東日本大震災において、最大遡上高がT.P.+21m
に達する津波が襲来し、壊滅的な被害を受けた。東日本
大震災からの復旧・復興に当たり、県では、数十年から
百数十年に一度の比較的頻度の高い津波に対応できる防
潮堤を整備することとし、雄勝漁港においては、災害復
旧事業により、天端高がT.P.+9.7mの防潮堤を建設す
る工事を実施し、令和５年１月に全ての工事が完了した。

2．事業の概要
防潮堤の整備により、防潮堤に遮られて直接海が見え
なくなることから、雄勝地区においては、地元石巻市が、
海が見える高台の土地を整備する方針を掲げ、平成25
年度から、学識経験者のほか、石巻市や県などの関係機
関で構成する「石巻復興まちづくり推進会議雄勝地域実
務者会議」において協議を重ね、防潮堤を利用したまち
づくり計画を策定した。具体的には、防潮堤の一部区間
を背面盛土が可能な設計とすることにより防潮堤と同等
の高さの高台の土地を造成し、防災集団移転用地のほか、
市役所総合支所、公民館、消防出張所や派出所などの公
益施設、海鮮丼などが味わうことができる観光物産交流
館、また、建築材として利用されてきた雄勝石や伝統工
芸品の雄勝硯を紹介する雄勝硯伝統産業会館などを集約

して整備することとし、観光物産交流館及び雄勝硯伝統
産業会館は、令和３年３月に「硯

けん
上
じょう
の里　おがつ」とし

て道の駅に認定されている。また、防潮堤の施工におい
ては、自然景観への調和や施工の合理化のため、自然石
を模した残存型枠を使用した。

3．事業の成果
海と共に生きてきた雄勝地域の住民の方々へ自宅から
海が見える生活を提供することができたほか、防潮堤背
後の土地に市役所総合支所や公民館などの公益施設など
を集約して整備したことにより、公共サービスの利便性
向上が図られた。また、道の駅へは、令和５年度には県
内外から約９万人が訪れており、交流人口の拡大に寄与
している。

4．おわりに
本事業により、地域の安全・安心の向上につながった
ほか、地域の賑わいの拠点として活用されている。事業
実施に当たり、関係機関や住民の皆様の御理解、御協力、
また、水産庁漁港漁場整備部水産施設災害対策室の御指
導を賜ったことに、感謝の意を表すものである。

海の見える高台にある道の駅

雄勝防潮堤と背後のまち並み

キーワード　まちづくりとの連携、地域の活性化



70 月刊「建設」24-08

全建賞全建賞

令和元年東日本台風により被災した区間における洞門の整
備。センサーや監視カメラの活用により現場の安全を確保し
つつ、発注者と複数業者間で工程・安全点検結果を共有して、
合理的・効率的な工程管理や安全対策を行い、短期間で完成
させた点が評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

災害枠 道路部門

受賞機関　神奈川県 県西土木事務所 小田原土木センター

�令和元年東日本台風で被災した国道138号の災害復旧工事

賛助会員　大日コンサルタント㈱

1．はじめに
令和元年10月の台風第19号（令和元年東日本台風）
では、箱根町において総雨量1,001㎜という記録的な降
雨となり、国道138号の箱根町仙石原において、隣接す
る斜面から推定土量約３万㎥の土砂崩落が発生し、道路
が約100mにわたり土砂で覆われる被害となった。
国道138号は国際的な観光地である箱根と富士山や東
名高速道路の御殿場インターチェンジをつなぐ重要路線
である上、被災地周辺の公共交通はバスやタクシーなど
による移動に頼らざるを得ない地域であることなどから、
地元から早期啓開を強く求められた。

2．事業の概要
被災後、ドローンを活用した調査などを実施した結果、
斜面上には巨石や不安定な土塊が多く残り、大規模な二
次崩落のおそれがあることが判明するなど、早期復旧は
困難を極めた。
このような状況であったが、長期間の通行止めは、箱
根の観光産業などに大きな影響を及ぼすことから、まず、
二次被害が発生しても通行車両に影響を与えないよう、
斜面から離れた位置に新たに迂回路となる延長86mの
鋼製仮設橋りょうを設置し、被災から約２ヶ月後の12
月に交通開放を行った。

本復旧については、現道上における延長60mの「洞
門工」と、崩落した斜面全体を抑える「法枠工」を比較
した結果、経済性だけでなく、維持管理が容易でより早
期に復旧が可能となる「洞門工」を採用することとした。
現道上で実施する洞門の工事に当たって、斜面には撤
去できない大きな石が複数残ったため、監視カメラを設
置するとともに、石にセンサーを設置し、異常が感知さ
れた場合は直ぐにメールが届き作業を中断できるように
した。
洞門工事の早期完成に向けては、狭隘な現場で最大４
業者が同時に施工を行うといった厳しい条件となったが、
毎月協議会を開催し、より合理的で効率的な工程管理や
安全対策を積極的に行い、被災から僅か約３年半後の令
和５年３月に洞門本体を完了させた。

3．事業の成果
二次被害を防止しながら早期に道路啓開を進め、被災
から約２ヶ月後に仮設橋りょうによる交通開放を行い、
約３年半で洞門本体を完成させた。この洞門の完成によ
り、更なる安全が図られ円滑な交通の確保が期待される。

4．おわりに
令和元年東日本台風により、小田原土木センター管内
（小田原市、箱根町、真鶴町、湯河原町）では、道路、
河川、砂防施設などの管理施設において、60か所以上
の災害が発生したが、この洞門の完成をもってすべての
復旧が完了した。
復旧に当たり、迅速に対応いただいた工事関係者及び
関係機関の皆様にあらためて感謝を申し上げたい。

洞門完成

被災状況

キーワード　�早期の道路啓開、災害復旧
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平成30年北海道胆振東部地震により、厚真川流域で大規模
な河道閉塞や山腹崩壊による大規模土砂災害の発生懸念に対
応する砂防堰堤等の整備。河道閉塞箇所の通信手段確保及び
観測設備の整備、コストの縮減、施工の合理化・効率化の工
夫を行いながら砂防事業を行い、厚真町市街地などの安全を
確保した点が評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

災害枠 河川部門

受賞機関　国土交通省 北海道開発局 室蘭開発建設部 厚真川水系砂防事業所

�厚真川水系直轄特定緊急砂防事業

賛助会員　岩倉建設㈱、岩田地崎建設㈱、㈱建設技術研究所、㈱中山組、
日本工営㈱、八千代エンジニヤリング㈱、宮坂建設工業㈱

1．はじめに
平成30年９月６日午前３時７分に北海道胆振地方中
東部を震源として、マグニチュード6.7、最大震度７を
記録する「平成30年北海道胆振東部地震」が発生した。
この地震による大規模な土砂災害等により、44名の尊
い命が失われるなど甚大な被害をもたらした。
厚真川水系直轄特定緊急砂防事業は、平成31年４月
に砂防設備の恒久対策に着手し、令和６年３月に砂防設
備の整備を完了した。

2．事業の概要
厚真川水系日高幌内川では、右岸傾斜面が幅約400m、
長さ800mにわたって崩壊し、崩壊の移動長が約350m、
約1.1㎞にわたる大規模な河道閉塞が確認された。また、
日高幌内川以外の支川においても、数多くの土砂災害
が発生し、チケッペ川、チケッペ川支川チカエップ川、
東和川などでは大規模な山腹崩壊の発生によって、河道
内に不安定土砂が大量に堆積しているのが確認された。
このため、日高幌内川では河道閉塞部の安定化、土砂
流を減勢し安全に流下させることを目的に、重力式コン
クリート砂防堰堤１基、ブロック砂防堰堤１基、渓流保
全工、水路工、法面保護工を整備した。チケッペ川・チ
カエップ川・東和川では同様の目的で重力式コンクリー
ト砂防堰堤をチケッペ川に１基、チカエップ川に１基、
東和川に１基を整備した。

3．事業の成果
現場は商用電源がないため、ソーラー発電と衛星電波
を用い通信設備を確保した。また、NTTドコモに要請
し携帯電波不感地帯を解消した。これにより、ICT施工
が可能となった。また、観測データをリアルタイムで監
視できるため、作業時の安全確保が可能となった。
日高幌内川では、河道閉塞箇所の水路工や砂防堰堤は
緊急対策時に使用したプレキャスト資材を再利用するこ
とでコスト縮減に寄与した。
チケッペ川（支川チカエップ川含む）及び東和川にお
いては、発災後、緊急的に整備した砂防堰堤を今後予測
される計画規模の土砂災害に対応するため、前出の砂防
堰堤の嵩上げにて対応した。新たに計画規模の砂防堰堤
をつくるのではなく、既存の施設を活用することでコス
ト縮減及び施工の合理化・効率化を行った。

4．おわりに
震災後の冬期を含む厳しい施工条件のなか、事業の進
捗完成にご協力いただいた、調査・設計コンサルタント、
工事施工会社のみなさまのほか、緊急的な砂防事業の着
手が決定してから、早急に住民説明会を開催する際にご
尽力をいただいた、厚真町役場の町長をはじめとする職
員のみなさまなど多くの関係者に深く感謝申し上げる。
最後に今回の地震で亡くなられた方々へのご冥福をお祈
りするとともに、厚真町を始めとする被災地の一日も早
い復旧・復興を祈念し、本稿の結びとする。

監視観測設備機器整備

日高幌内川における大規模河道閉塞

キーワード　河道閉塞、多数の山腹崩壊、大規模土砂災害
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平成30年７月豪雨の再度災害防止策としての高梁川水系小
田川支川３河川における堤防整備。河川横断構造物の統廃合
による工期短縮、他工事発生土砂の流用によるコスト縮減を
図った点や、進捗や道路通行止め情報を複数手段用いて発信
するなど地域の方々から理解を得られるよう工夫を行いなが
ら、目標年度に完成させた点が評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

災害枠 河川部門

受賞機関　岡山県 備中県民局 建設部 河川激甚災害対策班

�河川激甚災害対策特別緊急事業（真備緊急治水プロジェクト）

賛助会員　�㈱エイト日本技術開発、復建調査設計㈱

1．はじめに
平成30年７月豪雨は、西日本を中心に全国的に広い
範囲で大雨となり、多くの観測地点で長時間降水量が観
測史上最大となるなど、記録的な大雨となった。
高梁川流域では断続的に激しい雨が降り、多いところ
では降り始めからの総雨量が400㎜を超え、この降雨に
より、高梁川水系高梁川の日羽、酒津、小田川の矢掛の
各水位観測所において、氾濫危険水位を超過し、観測史
上最高水位を記録した。
この洪水により、小田川及び小田川支川３河川（末政
川、高馬川、真谷川）の各河川で堤防が決壊し、倉敷市
真備町の市街地等で広範囲の浸水被害が発生、死者51名、
浸水面積約1,200ha、全壊棟数約 4,600棟の甚大な被害
が発生した。

2．事業の概要
平成30年７月豪雨に対する再度災害防止を図るため、
国・県が連携して「真備緊急治水対策」を実施すること
とし、国管理の小田川の水位を抜本的に引き下げる小田
川合流点付替え事業、県管理の末政川・高馬川・真谷川
において重点的な堤防整備（堤防嵩上げ・堤防強化等）
などのハード対策を河川激甚災害対策特別緊急事業（平
成30年９月採択）により、概ね５年間での完成を目標
に実施することとなった。
事業の早期完成が望まれるなか、施工の合理化及び効
率化を図るため、堤防整備に伴う機能回復が必要な複数
の河川横断構造物（伏せ越し構造の用水路）について、
施設の統合や構造の変更を実施したほか、約3.4㎞の堤
防整備を短期間で実施するため、施工箇所付近に築堤盛
土材をストックできるヤードを確保し、他工事で発生す
る残土を有効に活用することで、コスト縮減及び工期短
縮を行った。

3．事業の成果
岡山県では、真備緊急治水対策の一環として、小田川
支川３河川（末政川・高馬川・真谷川）において、重点
的な堤防整備（堤防嵩上げ、堤防強化等）の改良復旧工
事を実施した。
令和６年３月に完成したことで、平成30年７月豪雨
と同程度の洪水に対して、人家等の浸水被害が解消され
こととなる。

4．おわりに
本事業の推進に当たっては、平成30年７月豪雨から
の復興に向け、国、県、市の具体的な行動計画を定めた
「真備緊急治水対策プロジェクト」を策定、ハード対策
とソフト対策について連携・協力して推進した。
ご協力いただいた関係者の皆様、多大なご理解いただ
いた地域の方に、改めて感謝の意を表する。

完成した末政川堤防

真備緊急治水対策

キーワード　�関係機関等と連携した事業、地域の活性化
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令和30年７月豪雨による土砂災害地での応急工事及び再度
災害防止の取組。応急工事の進捗状況にあわせた段階的な避
難指示の解除、早期の砂防堰堤工事着手に繋げた工法採用、
複数避難路や防災拠点の整備、事業完了後の継続的な防災出
前講座の実施など、ハード・ソフト両面から復旧・復興、地
域防災力の強化に取り組んだ点が評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

災害枠 河川部門

受賞機関　広島県 西部建設事務所
広島県熊野町　 　　　

�二河川支川21　外　災害関連緊急砂防事業、
砂防激甚災害対策特別緊急事業ほか

賛助会員　�㈱荒谷建設コンサルタント、㈱熊野技建

1．はじめに
平成30年７月豪雨では、広島県内で1,242箇所の土砂
災害が発生した。７月６日に安芸郡熊野町川角地区（大
原ハイツ）において、大規模な土石流が発生し、死者
12名、住宅の損壊38棟に及ぶなど甚大な被害が生じた。

2．事業の概要
土砂災害で甚大な被害が生じたことから、広島県と熊
野町、地域住民等で連携を図り、応急的に、復旧対応、
警戒避難体制の解除などを行った。その後、ハード整備
として、広島県は不安定なコアストーンの破砕・除去、
砂防堰堤３基、渓流保全工230m、急傾斜対策（法枠工）
１箇所、熊野町は新設の避難路の整備を実施し、すべて
の工事を令和４年３月に完了させた。
また、ソフト対策として、防災教育の実施、災害伝承
を目的に被災誌の発行や災害の記憶を後世に残すための
減災広場の整備など、地域の復興を進めた。

3．事業の成果
ハード面においては、地権者協力のもと、施工承諾に
よって、概数数量発注方式で早期工事着手を実現し、残
存型枠の使用やSBウォール工法の採用で工期短縮を
図った。また、工事完成後、速やかに土砂災害警戒区域
を部分的に解除することで、家屋の再築が進み、地域の
早期復興に繋がった。

ソフト面においては、広島県と熊野町で密に連携を図
り、段階的な警戒避難体制の解除や住民説明会の実施な
ど、生活再建を見据え、きめ細かな情報発信を行うこと
ができた。また、事業完了後より、住民や地元小学校の
児童に対し防災教育を実施することで、自助・共助行動
を促進させ、防災に対する意識の向上を図ることができた。

4．おわりに
平時には「コミュニティの場」、非常時には「復興拠
点の場」として活用できるよう、整備された大原祈念公
園には、災害の記憶や事実を後世に伝承し、災害による
犠牲者を二度と出さないという誓いを表す災害碑が建立
され、「未来へ繋ぐ、尊い命の大切さ」と刻まれている。
令和５年８月14日には、災害から５年の復興イベント
として、町民夏祭りを開催する運びとなった。当日は、
盆踊りや花火大会などの催しもあり、約5,000人の参加
者で賑わい、未来に向けた一歩を踏み出す、大切なイ�
ベントとなった。

防災出前講座の様子

すべての工事が完了した川角地区

斜面に残った不安定なコアストーン

キーワード　�地域の早期復旧・復興、地域防災力の向上、�
災害伝承
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平成26年８月の台風により被災した仁淀川の支川日下川流
域の浸水対策としての放水路トンネルの建設。効率的な施工
のため、トンネルインバート施工へのスリップフォーム工法
の採用、トンネル坑内外の車両位置検知システムの開発、AI
を用いたトンネル切羽評価を行った点や、環境配慮として
CO2吸収型コンクリート埋設型枠を用いた施工が評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

災害枠 河川部門

受賞機関　国土交通省 四国地方整備局 高知河川国道事務所

�仁淀川床上浸水対策特別緊急事業（新日下川放水路）

賛助会員　㈱荒谷建設コンサルタント、いであ㈱、鹿島建設㈱、㈱熊谷組、
㈱建設環境研究所、日本橋梁㈱、復建調査設計㈱

1．はじめに
一級河川仁淀川水系の一次支川である日下川は、上流
に行くほど地盤が低くなる低奥型地形を呈しており、河
床勾配が極めて緩いため、水はけが悪く、仁淀川本川の
背水影響を受け、内水氾濫を引き起こしやすい地形特性
を有している。
また、仁淀川流域は、年平均降水量が約2,500㎜と全
国でも屈指の多雨地帯で、水害が発生しやすい流域であ
り、平成26年８月台風12号洪水により、浸水面積274ha、
床上・床下浸水159戸、国道33号は約18時間の通行止め、
JR土讃線は約70時間の運休など甚大な被害が発生した。

2．事業の概要
この被害を契機に、平成27年度に国、高知県、日高
村が連携して総合的に治水対策を推進する「仁淀川床上
浸水対策特別緊急事業」が採択された。これを受けて国
土交通省では、日下川で３本目の放水路トンネルとなる
新日下川放水路（総延長 5,368m、直径７m、最大放流
量約130㎥/s）を建設した。
新日下川放水路の早期完成を目指し効率的に施工する
ため、トンネルインバート施工へのスリップフォーム工
法を採用し工程を短縮、狭隘な断面においても安全に大
型車両が離合できるようトンネル坑内外の車両位置検知
システムを開発、トンネル掘削時に行う切羽評価に人工
知能（AI）によるディープラーニング手法を活用し安
全かつ現場技術者の負担軽減に寄与した。
また、建設業における環境配慮の取組をPRする一環
としてCO2吸収型埋設型枠を採用し、建設作業を行い
ながらもCO2を削減することができた。

3．事業の成果
国が整備する新日下川放水路、高知県が行う日下川及
び戸梶川の河川改修、日高村は局所的な床上浸水を解消
するための輪中堤の建設や「日高村水害に強いまちづく
り条例」を制定した。これらの取組により、平成26年
と同規模の豪雨に対し床上浸水を防止することが可能と
なった。

4．おわりに
新日下川放水路の完成は地元住民から多くの喜びの声
をいただいており、完成式には約3,000人が駆けつけ盛
大に完成を祝った。
また、日高村が取り組むインフラツーリズムには多く
の方々が参加しており、地域の安全と安心への寄与のみ
ならず、地域の活性化に資する観光資源としての活用が
期待される。

新日下川放水路完成式（令和６年４月21日）

完成した新日下川放水路（呑口部）

キーワード　放水路トンネル、工期短縮、床上浸水解消、�
AI活用、インフラツーリズム
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平成30年７月豪雨の土石流災害における砂防堰堤整備。地
元住民への丁寧な説明と徹底したスケジュール管理、自動追
尾トータルステーションの活用といった工夫により、被災後
２年８ヵ月という短期間で砂防堰堤を完成させた点が評価さ
れた。

全建賞審査委員会の評価ポイント

災害枠 河川部門

受賞機関　愛媛県 南予地方局 西予土木事務所

�平成30年７月豪雨により土石流が発生したその他水系 
脇川における砂防激甚災害対策特別緊急事業

賛助会員　�南海測量設計㈱、平野建設㈱

1．はじめに
脇川は、愛媛県西予市明浜町に位置する流域面積0.02
㎢の渓流で、土砂災害警戒区域内には人家31戸、公民
館（避難所）、旅館、国道378号、県道等が存在する。
平成30年７月５日から８日にかけて西日本に停滞し
た梅雨前線の影響により、西予市宇和町では24時間最
大降水量が332㎜という記録的な豪雨を観測した。
７日午前８時頃、脇川上流域の山腹が崩落し、土石流
となって下流人家２戸が損壊したほか、国道や県道にも
土砂が流れ込み、数日間通行止めとなった。崩落した山
腹には不安定な土塊や斜面が残存し、次の出水により再
び土石流が発生する懸念があったため、砂防設備の整備
による早急な土砂災害対策が急務となっていた。

2．事業の概要
平成30年７月豪雨は、県の南西部を中心に広域にわ

たって甚大な被害をもたらしており、被災直後の喫緊の
課題は、測量設計業者の確保であったことから、当事務
所は、被災後直ちに測量設計業務の発注準備に取り掛かり、
翌８月には県内業者と委託契約を締結し、業務に着手した。
また、当該業務と並行して住民説明会を２回開催する

など丁寧に地元調整を進めた結果、用地交渉は円滑に進
み、被災から約１年後の令和元年７月にすべての用地取
得を完了させ、同年８月に砂防堰堤の新設工事に着手し
た（砂防堰堤の規模 堤高8.0m、堤長 48.0m）。
工事の早期完成には、労働力不足が課題となっていた
ため、受注業者は、県建設業協会を通じて比較的被害の
少なかった地域の建設業者に支援を要請するなど労働者
確保に奔走するほか、通常２名以上必要となる測量作業
を反射プリズム側１名での測量を可能にする自動追尾
トータルステーションを活用するなど、施工の効率化に
も取り組んだ。

3．事業の成果
被災直後から、早期復興に向けて課題を洗い出し、地
元住民への丁寧な説明と徹底したスケジュール管理が功
を奏し、被災後２年８ヵ月（令和３年３月本堤完成、事
業完了は令和４年３月）という短期間で住民の安全・安
心な暮らしを取り戻し、被災地域の復興に寄与すること
ができた。

4．おわりに
資材や労働力の不足など様々な制約がある中、被災か
ら短期間で当該事業を完了できたことは、地域の皆様方
をはじめ、測量設計業者や工事関係者、西予市など関係
機関の方々のご理解とご協力によるところであり、心よ
り厚く御礼申し上げたい。
近年、自然災害の激甚化・頻発化が一層顕著となって
いることから、今回の経験を活かし更なる防災・減災対
策に尽力してまいりたい。

 

 

土砂災害警戒区域 

完成した砂防堰堤と保全集落

土石流の爪痕と被災家屋

キーワード　�早期事業効果の発現、被災地域の安全・安心
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平成26年８月豪雨の被災地における広島市豪雨災害伝承館
の整備。災害時には指定緊急避難場所として機能するだけで
なく、災害の記憶を教訓として次世代へ継承するため、被災
者が設立した一般社団法人による施設管理・運営が行われて
おり、全国からの来館者を対象にした被災者による語り継ぎ
のための活動拠点として機能している点が評価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

災害枠 都市部門

受賞機関　広島市 都市整備局

�広島市豪雨災害伝承館

1．はじめに
平成26年８月20日、広島市の安佐南区及び安佐北区
において、集中豪雨により大規模な土石流が同時多発的
に発生し、災害関連死を含めて77人もの尊い生命が失
われ、甚大な被害をもたらした豪雨災害から本年で10
年を迎える。
被災地では、砂防堰堤や広域避難路となる都市計画道
路の整備などの復興が進み、次第に街並みから災害の痕
跡が消え、被災時の記憶や災害に対する危機感が希薄に
なりつつある中にあって、この災害を始めとする自然災
害から得られた教訓及び知識を伝承し、市民の防災意識
の高揚等を図るため、最も被害が大きかった被災地に、
国の社会資本整備総合交付金（都市防災総合推進事業）
を活用して「広島市豪雨災害伝承館」の整備を進め、令
和５年９月１日の防災の日に開館した。

2．事業の概要
豪雨災害から３年が経過した平成30年１月、被災地
域の方々が災害の記憶と経験の伝承の場等としての拠点
施設整備を盛り込んだ「復興まちづくりプラン」を策定
して本市へ提出されており、本市は、被災者の強い想い
を受け止めて施設整備することを意思決定し、施設の具
体的な内容や展示レイアウト等について被災者と協議検
討を重ね、災害から９年を迎えた令和５年９月に開館に
至った。
施設運営は、被災者自らが一般社団法人を設立し、指
定管理者制度を活用して運営を担っている。
施設の展示エリアでは、同時多発的に発生した土石流
が急激な速さで迫りくる状況を再現したCG映像を始め、
被災者インタビュー映像や被害の全容等のパネルを見学
することができる。
また、最大120人収容可能な研修室では、様々な防災
講習を受講することができ、毎月、国土交通省の職員を
講師として招いて防災等に関する講演会なども実施して
いる。

3．事業の成果
令和５年度の来館者数は、目標3,500人をはるかに超
えた約13,000人であった。地域の自主防災会や消防団、
民生委員等の自治会組織、また園児、児童、修学旅行を
含む生徒や大学生、研究者、さらに国、自治体の議員や
職員の視察、企業など、県内外から様々な方々に来館い
ただき、防災・減災に関する学習の機会を提供している。

4．おわりに
この伝承館には、「あのつらい思いを子や孫たち、そ
してすべての人々に二度と経験してほしくない」、「また
もし災害が起きても犠牲者が一人も出てほしくない」と
の被災者の想いが込められている。
ご来館いただければ、被災者自らの語り継ぎなどから、
犠牲者を出さない未来のために、災害を「自分ごと」と
して捉え、自らの命を守るために、自ら判断し行動でき
るような「備え」を共に学び、持ち帰っていただけるも
のと考えている。

講演会の様子

展示エリア

キーワード　防災まちづくり、教訓伝承



77月刊「建設」24-08

全建賞全建賞

熊本地震で被災した庁舎と防災センターの合築庁舎の新築
整備。基礎免震構造やヘリポートの整備等により、災害時に
おいても庁舎の機能を維持できるよう配慮されている点や、
ユニバーサルデザインレビューによりベビーチェアの位置等
を変更し、利用者の目線を重要視した整備を実施した点が評
価された。

全建賞審査委員会の評価ポイント

災害枠 建築部門

受賞機関　熊本県 土木部 建築住宅局 営繕課

�被災庁舎と防災センターの合築庁舎新築整備事業

賛助会員　㈱大林組

1．はじめに
平成28年熊本地震において「熊本土木事務所庁舎（大
破）」及び「熊本総合庁舎（中破）」が大きな被害を受け
た。被災した「防災センター」は、既存庁舎の高層階�
（10階）にあることや活動スペースが十分確保できな
かったことが課題であったことから、それらを解消する
ため合築庁舎を整備した。
【施設概要】
構　　造：鉄筋コンクリート造（免震構造）
階　　数：地下１階、地上７階
延べ面積：9,970㎡

2．事業の概要
県庁敷地内に３つの施設を集約することで、建物の有
効活用、事業費の縮減等に取り組んだ。
施設の整備に当たっては、
　・大規模災害時に防災拠点として十分な機能を確保
　・人と環境にやさしく、快適に利用しやすい
　・合築するメリットを十分発揮
することを目標とした。
当センターは、基礎免震構造、PCa構造を採用し、屋
上にはヘリポートを整備した。
電力や給排水等のライフラインについては、平常時は
県庁全体で運営し、災害時には当センター単独で最低

72時間災害対策を継続できるよう非常用発電設備、鋼
板製一体型受水槽、緊急排水貯留槽等を備えた。また、
設備のエネルギー源の多重化も図った。
また、快適で利用しやすい施設を目指し、設計段階か
ら車いす利用者や障がい者等の方々と意見交換を行いな
がら、設計を行った。
さらに、工事段階でも、工事施工者の協力を得て、多目
的トイレ及び授乳室の実物大模型（モックアップ）を制作
して、来庁者等にアンケート調査を行うなど実際の使い勝
手などを検証して、更なる改善を行った。実物大模型（モッ
クアップ）での検証は、当課HPにも掲載している。
https://www.pref.kumamoto.jp/soshiki/116/187686.html

3．事業の成果
低層階に災害対策本部やオペレーションルームの災害
対策の主要な指令機能を配置するとともに、政府現地対
策本部や自衛隊等の応援機関の活動室も設けた。
また、１階は過去県内で発生した大規模災害の経験や教
訓を学び、地域防災の担い手育成や児童の防災学習の拠
点となっており、現在県内外から多くの方々が訪れている。

4．おわりに
熊本地震からの創造的復旧・復興として、震災後約７
年をかけて施設を整備したが、次なる大規模災害への備
えを実現し、さらに九州を支える広域防災拠点としての
機能も強化することができた。

人と環境にやさしい庁舎への主な取組

熊本県防災センター（全景）

キーワード　�熊本地震、被災庁舎の復旧、�
防災センターの機能向上
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令和２年９月の台風10号で被災した防波堤の未被災箇所と
の一体改良復旧。災害復旧事業を行う際、新技術を積極的に
活用して施工の安全性等を向上させた取組である点が評価さ
れた。

全建賞審査委員会の評価ポイント

災害枠 漁港漁場部門

受賞機関　長崎県川棚町

�川棚西部漁港三越防波堤災害復旧工事における改良復旧

賛助会員　門田建設㈱、㈱三洋コンサルタント

1．はじめに
川棚西部漁港は長崎県東彼

そのぎ
杵郡川棚町にある第１種漁

港であり、川棚町における唯一の漁港である。三越防波
堤は平成26年に整備後、平成30年７月の台風７号にて
施設延長の大部分が滑動・転倒等の被災を受け、災害復
旧工事により原型復旧していたが、令和２年９月の台風
10号により再び同様の被災が生じた。
そこで、再度災害防止のために災害復旧事業と併せて
災害関連事業を活用することで、被災箇所と未被災箇所
を一体的に改良し、施設全体の一体的な強化を図った。
さらに、その際に新技術である「残置型枠工法」を採用
することでコストの縮減・施工の効率化を図った。

2．事業の概要
長崎県川棚町の川棚西部漁港の防波堤において、令和
２年９月の台風10号の暴風・波浪等により施設延長の
大部分（29m）が被災を受けた。そこで、被災波を推
定しそれを復旧する設計対象波として災害復旧事業と併
せて災害関連事業を活用することで、防波堤全体（40m）
の一体的な強化を図るとともに、施工において新技術を
活用しコストの縮減・施工の効率化を図った。

3．事業の成果
台風10号による防波堤の被災要因を解析したところ、
設計当時の設計波よりも被災波の波高が高かったことが
判明したことから、被災波を対象として改良復旧を行い、
防波堤全体の一体的な強化を図ることとした。
改良復旧に当たっては、被災した29m区間と脆弱な
残存施設11m区間において、ブロックが滑動、転倒、
傾斜したことから、既存ブロックを再利用して撤去・再
設置を行い、法線をそろえて港内側に腹付け工事を行う
ことで粘り強い構造とした。
港内側の腹付け施工に当たっては新技術である「残置
型枠工法」を採用することで、従来の水中コンクリート
施工と比較してコストの縮減・施工の効率化・安全性の
向上を図った。なお、残置型枠工法は陸上での大規模な
型枠の組立てや施工後の撤去作業が不要となるほか、海
中部での閉鎖作業空間もないことから潜水士の安全性が
格段に向上するなどのメリットがある。

4．おわりに
本件では、新技術を活用し長期的に安全性を確保でき
るような災害復旧事業及び災害関連事業を実施した。
近年異常気象が頻発化し、インフラ施設への負担が増
加している中、今回、施設を一体的に強化したことによ
り、施設の効果が粘り強く発揮されることを期待したい。

被災箇所・未被災箇所ごとの復旧方法

被災施設復旧前後の状況

キーワード　残置型枠工法、災害復旧事業と併せて災害関連
事業を活用、新技術


